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第１章	
 序論	
 

	
 １	
 高等学校における農業教育	
 

	
 (1)	
 農業系高等学校とは	
 

高等学校における農業教育は，高等学校で教

科「農業」を学習する農業系高等学校が担って

いる。具体的には，専門高校として農業関係学

科だけを置く農業単独校，農業関係学科のほか

に，普通科・工業科・商業科・家庭科等の他学

科も設置する併置校（併設校），総合学科を設

置している総合制高校である。	
 

	
 

	
 (2)	
 高等学校における農業教育の変遷	
 

	
 全国農業高等学校長協会は，昭和 58 年（1983）

が明治 16 年（1883）に公布された「農学校通則」

からちょうど 100 年目にあたることから，『農業

教育百年記念誌』を発行した。同書は，明治か

ら昭和 58 年までの農業教育を大きく３つの時

代に区分している(１）。	
 

	
 第１期	
 農業教育の確立時代	
 

明治５年(1872)から 45 年(1912)	
 	
 

	
 	
 	
 までの 41 年間	
 

	
 第２期	
 農業教育の拡充時代	
 

大正元年(1912)から昭和 20 年(1945)	
 

	
 	
 	
 までの 34 年間	
 

第３期 農業教育の改革時代	
 

昭和 21 年(1946)から 58 年(1983)	
 

	
 	
 	
 までの 38 年間	
 

	
 なお，昭和 58 年から既に四半世紀以上経って

おり，現在第４期に入っていると考えられる。

その分岐点として重要と考える平成３〜７年の

動向を概観すると以下のとおりである。	
 

	
 平成３年(1991)中央教育審議会第 29 回答申

である「新しい時代に対応する教育の諸制度に

ついて」がまとめられた。答申の中で，「職業学

科は，昭和 40 年頃までは生徒数の約 40%を占め

ていたが，その後の大学進学率の上昇等に伴う

普通科志向の増加の中で，今日ではその割合は

約 25%に低下している。従来から，職業学科の

卒業生の多くは就職しているものの，今日では

進学希望者も増加している。しかし，職業学科

においては，基本的に就職する者を主体とした

教育が行われているため，進学希望者への対応

は十分ではない。また，その学科の区分，内容

は，戦後の新制高等学校発足時と基本的には変

わっておらず，産業・就業構造の変化に十分対

応したものとはなっていない。(2)」と職業学科

の問題点を指摘している。	
 

	
 平成４年(1992)９月から始まった毎月第２土

曜日の学校五日制は，平成７年(1995)には第

２・４土曜に拡大し，平成 14 年(2002)には完全

な学校五日制へ移行した。その過程で旧来から

の学校農場の運営は大きな変更を迫られた。 
	
 平成５年(1993)の高等学校設置基準の一部改

正に伴って平成６年(1994)に総合制高校が開校

(公立６校，国立１校)した。	
 

	
 平成６年に文部省初等中等教育局長の私的諮

問機関ながら職業教育の活性化方策に関する調

査研究会議(座長	
 有馬朗人理化学研究所理事

長)が設置され，翌年３月には「−スペシャリス

トへの道−職業教育の活性化方策に関する調査

研究会議(最終報告)」がまとめられた。この「ス

ペシャリストへの道」の中では，(1)「職業高校」

から「専門高校」へ（従来の「職業高校」とい

う呼称を「専門学校」と改めた），(2)勤労観・

職業観の育成，(3)プロを講師として招へい，(4)
地域連携講座の開設，(5)学校・地域連絡会議の

設置，(6)科目履修生の受け入れ，(7)大学入試に

おける特別選抜制度の導入，(8)専修学校との接

続などの具体的な提言を行った(3)。	
 

	
 以上を考え合わせると，平成３〜７年が戦後

の農業教育の時代から，新しい農業教育への分

岐点と考えられるのではないか。前述の時代区

分は大きな制度改革の時期を分岐点としている

ことから，ここでも答申や報告そのものではな

く，「総合学科の設置」が大きな制度上の変更点

と捉えた。よって，平成６年(1994)から現在ま

でを「第４期」と考える。	
 

	
 

	
 (3)	
 農業系高等学校の学校数等の変遷	
 

	
 昭和 40 年代中頃までは，普通科と職業学科の

農業系高等学校の現状と将来への展望	
 

－農業教育に関するアンケート調査(2010)をとおして－	
 

川島	
 一秀＊	
 	
 	
 	
 

＊群馬県立大泉高等学校教諭(〜平成 24 年３月)，群馬県立伊勢崎興陽高等学校教諭(平成 24 年４月〜) 
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比率が 60：40 でほぼ安定していたが，その後平

成 2年（1990）にかけて，普通科は 58.4％から

74.1％へ 15.7 ポイント，率にして 26.9％増加

したのに対して，職業学科は 40.8％から 24.9％

へ 15.9 ポイント，率にして 39.0％減少してい

る 4)。	
 

	
 具体的に農業系高等学校の状況をみると，昭

和 40 年（1965）には，農業単独校 310 校，併置

校 613 校の計 623 校で 26 万 4 千人（全高校生に

占める割合 5.2％）の生徒が学んでいた。一方，

最新の学校基本調査（平成 23 年（2011））(５)

によると，農業系高等学校（ただし，総合制高

校を含まない）304 校（全日制 299 校，定時制

14 校，全定併設校９校）であり，生徒数は 86,660

人（同 2.6%）である。昭和 40 年の値に比べ，

学校数で 48.8％，生徒数で 32.8％まで減少して

いる。この減少は，単に農業系高等学校がなく

なったということではなく，相当数の学校が，

総合制高校へ改編したと考えるべきである。な

お，同調査において総合制高校は 333 校（全日

制 306 校,定時制 31 校,全定併設校４校）であり

生徒数は 173,794 人（同 5.2%）である。なお，

平成 22〜23 年度の増減だけみても，全日制農業

系高等学校（総合制高校を含めない）が 10 校減

少しているのに対して，総合制高校は３校増加

している。	
 

	
 なお，高等学校における職業教育という観点

で概観すると，絶対数に差はあるが，農･工･商

各学科の学科数のピークは５年違いで農業，工

業，商業の順になっている。まさに，わが国産

業構造の変化と職業高校の存立構造はリンクす

るものであることが確認できる。その一方で，

農業･工業･商業･水産･家庭･看護･情報･福祉以

外という意味での「その他」の学科及び総合学

科の数がここ数年で飛躍的な伸びをみせている

が，これも多様化と総合化という産業構造の変

化とリンクしている(6)との指摘もある。	
 

	
 

	
 (4)	
 総合制高校と農業教育	
 

平成６年に「第三の学科」と呼ばれる総合学

科が，当時の文部省が唱える教育改革プログラ

ムをうけて開校した。計画では，総合学科を設

置する公立高等学校が高等学校の通学範囲に少

なくとも１校，全国で 500 校程度整備すること

を目標としている。学校基本調査(平成 23 年)

によると，333 校と国の目標の６割を超えてい

る。また，総合学科を設置していない都道府県

はないが，福井県，奈良県，熊本県が１校にと

どまる一方で，兵庫県 15 校，北海道 14 校，広

島県 13 校，大阪府 12 校，神奈川県 11 校，新潟

県と愛知県 10 校など総合学科をもつ高校が２

桁に達する道府県もあり，総合学科の設置数は

都道府県によって大きく異なっている(7)。	
 

なお，平成 14 年（2002）に実施した総合学科

基本調査(全国総合学科高等学校長協会)によれ

ば，母体となっている学校種は，普通科・専門

学科併設校 39.3％，普通科 27.0％，専門学科

19.7％，普通科と専門高校の統廃合 7.4％，専

門学科統廃合3.3％，新設校2.5％，その他0.8％

となっている(8)。事実，農業単独校もしくは併

置校から総合制高校へ移行した学校も多い。そ

のことは，後述する調査で回答のあった 35 校の

総合制高校の母体が全て農業単独校もしくは併

置校であることからもわかる。	
 

以上のような背景を踏まえ，今後も総合制高

校への改編も引き続き進むと考えられる。その

ことは，総合制高校で教科「農業」を指導する

教員が今後増加するということに他ならない。

総合制高校では，単独校や併置校と制度的にも

異なることもあり，従来の学校農場と同様の運

営が少しずつ難しくなるのではないかと予想さ

れる。	
 

	
 

	
 ２	
 農業教育に関するアンケート調査(2010)	
 

(1) 実施の背景	
 

	
 少子化に伴う生徒の減少と高校進学者の普通

科志向の中で，農業系高等学校の多様化は進ん

でいる。特に，生徒の減少率の大きな地域では，

生徒募集など厳しい状況に置かれている学校が

多いと予想される。そのような中で，農業系高

等学校の置かれている状況をしっかりと分析す

ることは，今後の農業教育をどのように改善し

たらよいかという方向性を考えるうえでもとて

も重要である。	
 

高等学校は，小中学校のような義務教育諸学

校と異なり，入学者選抜が実施される。そのた

め，入学生徒の実態は学力を含め，学校ごとに

さまざまな特徴をもっている。	
 

今回のアンケートの分析をとおして，農業系

高校の特徴を析出し，類型化したいと考えた。

類型化によりにカテゴリー別に改革の処方箋を

検討できるのではないかと考えたからである。	
 

	
 

(2) アンケートの回答者について	
 

	
 アンケート調査の対象は，平成 21 年度（2010）

に，全国高等学校農場協会に加盟する高等学校
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392 校（農業系高等学校の３校種を含む）を対

象とした。	
 

	
 「管理職」，「教務主任」，「農場長」（農業系高

等学校において，教育基盤である農場を統括す

る職）の三者を対象に，アンケート調査を行っ

た。紙幅の関係でアンケート用紙は掲載しない

が，Web ページからダウンロード可能である

（http://enq2010.nogyokyoiku.net/）。	
 

この三者は，農業系高等学校において，「各学

校における農業教育」に対する「意志決定」に

重要な役割を果たしており，以下のように位置

づけている。	
 

管理職は，学校を統括（教頭の場合は校長を

補佐）する者として，農業教育の方向性を決定

する重要な役職と位置づけている。	
 

教務主任は学校運営のミドルリーダーとして

学校全体の教育課程の編成や，普通教科と専門

教科の調整役の他，諸活動の中心人物と位置づ

けている。	
 

農場長は農場運営の責任者として，「農業科」

における教育課程編成調整役の他，各学科や系

列の調整役として位置づけている。	
 

	
 

	
 ３	
 本研究の構成	
 

	
 本研究では，戦前の第１期・第２期の農業教

育については取り扱わない。現在の農業教育は，

歴史的な背景を踏まえても新制高等学校制度以

降の教育に因るところが大きいからである。	
 

	
 第１章序論は，高等学校における農業教育の

時代区分や学校の変遷，総合制高等学校と農業

教育に関する概要を説明する。	
 

	
 第２章では学習指導要領の変遷を中心に，高

校の制度上の変更点や農業教育の教育内容の変

遷について，考察する。	
 

	
 第３章は，2010 年８月に実施した「農業教育

に関するアンケート調査(2010)」の結果を軸に，

農業系高等学校の現状について考察する。	
 

	
 第４章は，２章･３章の内容を踏まえて，農業

教育の類型化を行うとともに農業教育の将来へ

の展望について考察する。	
 

 
第２章 	
 学習指導要領からみる農業教育	
 

	
 １	
 指導要領における必修単位数等の変遷	
 

	
 高等学校学習指導要領における，専門学科に

おける普通教科の必修単位数や教科「農業」に

関する科目の履修単位数，週あたりの単位数や

卒業までに履修させる単位数等をまとめたもの

が図１である。	
 

	
 普通教科の単位数は，教養の偏りをなくす目

的から 31 年度は 39 単位でスタートし，中堅産

業人の育成を図るため，35 年に芸術や外国語な

どの導入や女子の家庭科必修などを踏まえて

44 単位必修となった。その後２回の改訂では，

男子 42 単位，女子 46 単位で推移するが，平成

元年度から家庭科が男女共修となり単位数は男

女ともに 35 単位となった。平成 11 年度からは

教科「情報」が新設されたが，学校５日制の関

係もあり，卒業に必要な単位数は縮減された。

標準単位数のうち，国語･数学･英語の基礎科目

で認められている縮減可能な科目を最小単位で

履修すると 31 単位となるが，縮減しなければ平

成元年度と同様の 35 単位となる。なお，平成

21 年度の改訂で総合的な学習の時間が単位化

され，３〜６単位（２単位まで縮減可）が必履

修となった。	
 

	
 農業教科の必修単位数についても，農業科目

が最も増えた昭和 35 年改訂で 35 単位以上(40

単位以上が望ましい)となったが，後に 30 単位
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以上となる。５日制が導入にあわせて，現在の

25 単位を下らないという規定になっている。な

お，普通教科を５単位まで専門教科を代替でき，

例えば教科「情報」を農業の専門科目「農業情

報処理」で代替するなどできる。また，「総合的

な学習の時間」を「課題研究」で代替すること

も可能である。	
 

	
 

	
 ２	
 指導要領における農業教育の変遷	
 

(1) 終戦直後の農業教育	
 

	
 終戦によって連合軍最高司令部内に民間情報

教育局（CIE）が設けられ，日本の教育に関して

管理を行った。それは，ドイツ式，全体主義，

科学主義（教科主義）の教育から，米国式，	
 	
 	
 

民主主義，生活主義(経験主義)の教育への転換

でもあった。日本占領当時の CIE の職業教育担

当官は工業教育出身者であったが，後に農業教

育担当官としてネルソン（I･Nelson）が来日し，

学習指導要領高等学校農業科編(暫定試案，昭和

24 年(1949))を指導した。彼は農業教育の新し

い指導法を日本に伝えた人物で，戦後 30 余年の

日本農業教育に多大な影響を与えた。特に「総

合農業」「ホームプロジェクト」「学校農業クラ

ブ」の三つは彼が日本に残した足跡である(9)。	
 

	
 

(2) 昭和 24 年(1949)「学習指導要領高等学	
 

	
 校農業科編(暫定試案)」	
 

	
 本要領では，農業科目(要領では農業教科とい

っている)を 36 から 15 科目に統合し，単位数に

幅をもたせた。その 15 科目は，「総合農業」「耕

種」「園芸」「畜産」「蚕業」「農産加工」「農業土

木」「農業工作」「農業経済」「林業一般」「森林

生産」「林産加工」「森林土木」「林業経済」「造

園」である。	
 

	
 新たな科目として「総合農業」が設定された。

総合農業は，農業に関する知識・技能・態度を

総合的に発達させるために，まとまりをもった

体系で指導するために設けられた。単位数は，

各学年 12 単位，３年間で 36 単位を履修させる

のが望ましいとされた(10)。	
 

	
 

(3) 昭和 27 年(1952)「高等学校学習指導要	
 

	
 領農業科編(試案)」	
 

昭和 24 年度に引き続き，「総合農業」に力点

が置かれ，必修として 36 単位以上学習すること

になっている。各学年で 10 単位ずつ学級の共同

学習にあて，残り 2 単位をホームプロジェクト

（家庭におけるプロジェクト学習）として 12

単位を与えるようにした(11)。	
 

	
 農業に関する教科 30 単位以上が必修とされ，

実習は総授業時数の４割以上の充当を明記した。	
 

また，教育上必要な場合は教育課程外に特別

実習を課すことができ，実習の 70％までは現場

実習をもってかえることができるとした。	
 

	
 

	
 (4)	
 昭和 31 年(1956)「高等学校学習指導要領	
 

	
 	
 農業科編(昭和 31 年度改訂版)」	
 

	
 昭和 31 年度から実施に移され，普通教科の必

修が全日制課程で 39 単位９教科に増加した。	
 

農業科目は，昭和 27 年版が 15 科目で構成さ

れているのに対し，	
 40 科目で構成された（図

２(12)）。27 年度版高等学校版が生徒の科目選択

によって教育課程を編成するのに対し，31 年度

版は，生徒が属する学科の目標を達成するため

にどんな科目を設定し，どの程度の単位数で学

習させたらよいかを考えて科目と単位数を決定

したからである。また，従来の「総合農業」を

中心とした大単位の生活単元的学習を反省し，

生徒の能力・適正など教育的観点を配慮しなが

らも学問的体系を背景とした教材単元的取り扱

いに方向転換した。実習に関する科目を設けな

かったが，27 年度要領で可能とした「特別実習」

の実施については引き続き実施可能となってお

り，「総合実習」への布石とも考えられる(13)。	
 

	
 

(5) 昭和 35 年「高等学校学習指導要領」告示	
 

	
 	
 （同 38 年度から学年進行で実施）	
 

農業自営者または農業関連産業従事者の養成

を目標に，農業科・園芸科・畜産科・蚕業科・

農産製造科・農業土木科・林業科・造園科・生

活科の９学科の目標を明示した。	
 

中堅産業人の育成を図るため，農業科目の単

位数も 30 単位から 35 単位にしたが，40 単位以

上が望ましいとされた(14)。	
 

農業科目の新設や統廃合が行われ，従来の 40

科目が 48 科目となった。実習に関する科目の

「総合実習」も新設された(図２)。	
 

	
 

(6) 昭和 45 年「高等学校学習指導要領」告示	
 

	
 	
 （同 48 年度から学年進行で実施）	
 

	
 クラブ活動が必修化され，全ての生徒に履修

することになった。	
 

	
 農業科目の新設や統廃合が行われ，従来の 48

科目から 45 科目に削減された。各科目には標準

単位数が示され上限と下限が設定された。上限

の単位数はその科目に重点を置く場合の単位数
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で，下限の単位数はその科目を副次的に履修す

る場合の単位数である。「総合実習」などの２～

３科目を除いて上限の単位数を削減した(15)。	
 

	
 学科については，従前の９学科に加え土木加

工科が新設され，農産製造科を食品製造科に変

更して 10 学科となった。	
 

	
 専門科目による必修科目の代替も可能となっ

た。	
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(7) 昭和 53 年「高等学校学習指導要領」告示	
 

	
 （同 57 年度から学年進行で実施）	
 

卒業に必要な単位数は，現行の 85 単位以上か

ら 80 単位以上に改めた。履修する教科・科目の

取り扱いの弾力化措置としては，標準単位数の

一部を減じたり，標準単位数を超えて増加して

配当することができるとした。	
 

各教科・科目の指導にあたっては生徒の学習

内容の習熟の程度に応じて弾力的に学級を編成

することが可能となった。	
 

専門教育関係は以下の点が改訂された。	
 

過度な専門分化を避けるため科目を整理統合

し，45 科目が 30 科目に改訂された。	
 

また，農業及び工業においては，低学年でそ

れぞれ共通に履修させる専門の基礎科目として，

「農業基礎」，「工業基礎」を新設した(図２)。	
 

職業に関する教科・科目については，総授業

時数の 10 分の５以上を実験・実習に充てるとし

ている(16)。	
 

専門学科における専門教科・科目の最低必修

総単位数を従前の 35 単位から 30 単位を下らな

いようにと削減した。また，専門教科・科目の

標準単位数は，設置者が定めることとした。	
 

標準的な学科として，総合的ないし基幹的な

ものの名称を掲げ，農業では 10 学科が，農業科，

園芸科，畜産科，生活科，食品製造科，農業土

木科，林業科，造園科の８学科に改めた。	
 

	
 

(8) 平成	
 元年「高等学校学習指導要領」告示	
 

	
 （同６年度から学年進行で実施）	
 

授業の１単位時間は，50 分を標準とし，教

科・科目の特質等に応じて授業の実施形態を工

夫することができるように改めた。	
 

農業教育に関する改訂としては以下の点があ

げられる。	
 

農業科目は，８科目が新設，２科目が廃止さ

れ，従前の 30 科目に比べて 6 科目増加して 36

科目となった(図２)。職業教育を主とする学科

における学習の基礎の上に立った総合的，発展

的な課題についての個人又はグループによる継

続的な学習や職業資格等に関する専門的な知

識・技術等の修得のための学習等を通じて，自

発的，創造的な学習態度や問題解決能力を養う

ため，「課題研究」を新設した。	
 

	
 農業に関する学科は，従前の８学科に「農業

経済科」を加え９学科に改めた。また，従前の

８学科のうち食品製造科と生活科の２学科の名

称を食品科学科，生活科学科に変更した。	
 

	
 学科は，設置者である都道府県教育委員会が，

地域や学校の実態などを考慮して設けるもので

あり，学習指導要領では，総合的ないしは基幹

的な学科を標準的な学科として示している。	
 

	
 

(9) 平成 11 年「高等学校学習指導要領」告示，	
 

	
 （同 15 年度から学年進行で実施）	
 

	
 「総則」の改訂としては，以下の点があげら

れる。	
 

	
 卒業までに履修させる単位数は，完全５日制

をうけ，卒業までに 74 単位以上とする。	
 

	
 普通教育に関する各教科・科目及び標準単位

数を示した。	
 

	
 学校においては，地域，学校及び生徒の実態，

学科の特色等に応じ特色ある教育課程を編成で

きるよう，要領に示す普通教科又は専門教科に

関する教科・科目（学校設定教科・学校設定科

目）を設けることができる。学校設定教科に関

する科目として「産業社会と人間」を設けるこ

とができる。	
 

普通教科に「情報」が新設された。	
 

専門教育に関する各教科・科目の単位数は，

25 単位を下らないこと。専門教科・科目の履修

によって普通教科の必履修教科・科目の履修と

同様の成果が期待できる場合においては一部ま

たは全部に替えることができる。	
 

	
 農業科目の構成については，従前の 36 科目か

ら 29 科目に縮減した（図２）。	
 

総合的な学習の時間が創設され，地域や学校，

生徒の実態等に応じて，横断的，総合的な学習

や生徒の興味・関心等に基づく学習など創意工

夫を生かした教育活動を行うことになった。	
 

職業教育を主とする学科においては，総合的

な学習の時間における学習活動により，各教科

の「課題研究」等の履修と同様の成果が期待で

きる場合においては，総合的な学習の時間をも

って課題研究等の履修の一部又は全部に変える

ことができる。また，課題研究等の履修により，

総合的な学習の時間における学習活動と同等の

成果が期待できる場合においては，課題研究の

履修をもって総合的な学習の時間における学習

活動の一部又は全部に替えることができる。	
 

総合学科においては，「産業社会と人間」を全

ての生徒に原則として履修させるものとし，標

準単位数は２～４単位とする。	
 

総合学科においては，学年による教育課程の

区分を設けない課程（単位制による課程）とす

ることを原則とするとともに，「産業社会と人
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間」及び専門教育に関する各教科・科目を併せ

て25単位以上設け，生徒が普通教育及び専門教

育に関する多様な各教科・科目から主体的に選

択履修できるようにする。	
 

	
 

(10) 平成 21 年「高等学校学習指導要領」告示	
 

	
 （同 25 年度から学年進行で実施）	
 

卒業までに履修させる単位数は，従前に引き

続き，	
 74 単位以上とする。また，週あたりの

授業時数は 30 単位時間を標準とするが，必要が

ある場合にはこれを増加することができる。	
 

授業の１単位時間は 50 分とし，各学校におい

て各教科・科目の授業時間数を確保しつつ生徒

の実態及び各教科・科目等の特質を考慮して適

切に定める。今回の改定においては，特に 10

分程度の短時間を単位として特定の教科を行う

場合，当該教科の担当教師が責任をもって行う

体制が整備されている時は，その時間を当該教

科の年間授業時数に含めることができるとの規

定が設けられた(17)。	
 

専門教科・科目の最低必修単位数は従前同様

25 単位を下らないこととする。	
 

職業に関する各教科・科目については，教科・

科目の内容に直接関係があり，且つその一部と

してあらかじめ計画されている場合は，就業体

験をもって実習に替えることができる。	
 

ホームプロジェクト並びに学校農業クラブな

どの活動を活用して，学習効果をあげるよう留

意すること。この場合，ホームプロジェクトに

ついては，その各教科・科目の授業時数の 10

分の２以内をこれに充てることができる。	
 

今回の改訂では，新設２科目，分類整理７科

目，名称変更１科目となり，従前 29 科目から

30 科目となった(図２)。	
 

新たに農業の必履修科目となる「農業と環境」

は，前回の要領で必履修科目であった「農業科

学基礎」と「環境科学基礎」の内容を整理統合

したものである。環境学習の重要性を踏まえ，

農業生物の育成と環境の保全・創造について一

貫して学習できるよう配慮した結果である。	
 

農業科目の履修については，コンピュータや

情報通信ネットワークなどの活用を図り，学習

効果を高めるよう配慮するほか，施設・設備や

薬品等の安全管理に配慮し，学習環境を整える

とともに，事故防止の指導徹底，安全・衛生に

十分留意するよう指摘されている。	
 

	
 

	
 

	
 ３	
 指導要領からみえる農業教育の特徴	
 

	
 昭和 24 年の学習指導要領暫定試案において，

当時の「経験主義の教育思潮」という意図もあ

り，「総合農業」は，“Learning	
 by	
 doing”の原

理によって，教師中心から生徒を中心とした実

践を目指して設置された。この「総合農業」は

各学年 12 単位で３年間履修させるような大科

目であった。	
 

1954 年 6 月に，義務教育諸学校における「教

育の政治的中立の確保に関する臨時措置法」「教

育公務員特例法」のいわゆる教育二法が公布さ

れた。この法律は，教員の政治活動を禁止し，

教育の“政治的中立”を確保するというもので

あるが，権力の統制強化を背景に，国は“中立

者”として調整する立場に立った。それは「中

立」の概念を押しつけ，統制を強化するもので

あった(18)。以上のような社会的な背景もあり，

戦後教育に対する逆コースの中で，高校三原則

が見直され，農業高校や商業高校などの単独の

職業高校が分離独立をするようになった(19)。こ

の流れは教育内容にもみられ，昭和 45 年まで，

農業の高度化（例えば，機械化，省力化の技術

等）に伴って，農業科目は細分化された。	
 

昭和 45 年度から昭和 53 年度の改訂では，45

科目が 30 科目と 2/3 に大幅に減少したが，その

理由は図２から分かるように，整理・統合であ

る。その背景としては，昭和 45 年以降の農業高

校の生徒急減期にあわせて多様化が始まった。

また農業分野においても機械化等による省力化

技術が進み，農家の子どもですら農作業を手伝

う機会が少なくなってきたことや農業高校に入

学してくる非農家の生徒も増加してきた。その

ような生徒のために，中学教育との橋渡しをし

ながら，高等学校の１年生で共通に農業の基礎

的な学習をさせようとの趣旨に添って「農業基

礎」が生まれた。また，「栽培環境」は，従前の

「作物保護」「土・肥料」を整理・統合した科目

である。土，肥料，病気，害虫，農薬，気象等

の内容は，技術体系にしたがって学習させると

内容が高度化して生徒の理解が困難となるばか

りか，学習効果も低くなる。そこで，各作物に

関する各論は，「作物」「野菜」「草花」「果樹」

等の生産科目の中で取扱うことにして各論を分

離することによって，作物の特性や栽培技術と

関連づけて具体的・体系的に学習できるように

整理・統合・編成した。基本的な部分を学習す

ることで興味が増し，学習効果の向上が期待さ

れるようになった。	
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 前述の平成 21 年改訂の農業科目「農業と環

境」は，農業各分野の学習への導入を図る基礎

的な科目であることからとなり，低学年で４〜

６単位を履修させることを想定している。地球

環境問題に適切に対応し，農業の各分野で活用

する能力を育成するためには，地域環境や地球

環境と農業との相互関係を学習させることが効

果的である(20)と指摘している。	
 	
 

つまり，学習指導要領は，単に科目として分

化や深化させるだけでなく，生徒の実態も考慮

しながら科目の内容・構成が考えられるように

なってきたことを示している。	
 

	
 

第３章 	
 農業に関するアンケート調査(2010)	
 

	
 １	
 アンケートの概要	
 

	
 (1)	
 調査対象	
 

	
 平成２１年度全国高等学校農場協会会員名簿

に掲載されている農業系高等学校及び農業系列

のある総合制高等学校の合計 392 校の管理職，

教務主任，農場長を調査対象とした。	
 

	
 

	
 (2)	
 調査方法	
 

	
 管理職（４頁）・教務主任（６頁）・農場長（６

頁）を対象とした質問紙による調査とする。内

容の詳細は，前述の Web ページ参照されたい。	
 

	
 

	
 (3)	
 調査時期	
 

	
 平成 22 年８月～９月	
 

	
 

	
 (4)	
 調査項目	
 

	
 調査項目の概要は，以下のとおりである。	
 

	
 ・回答者の組織や個人に関する質問	
 

	
 ・学校評価に関する質問	
 

	
 ・授業改善全般に関する質問	
 

	
 ・生徒指導の状況について	
 

	
 ・進路指導や特別活動の状況	
 

	
 ・教務関係全般に関する質問	
 

	
 ・農場運営に全般に関する質問	
 

	
 

	
 (5)	
 回答数及びその内訳等	
 

	
 発送数に対する回答数及び内訳は，表１の通

りである。発送数に対して 42.1%の 165 校から

回答があった。都道府県によって農業系高等学

校の数は 3校から 32 校と大きな差があるが，栃

木県(７校)および沖縄県(６校)をのぞく全ての

都道府県から回答があった。	
 

	
 学校により三者のアンケートのいずれかがそ

ろわないものがあったため，全体の回答数と各	
 

	
 表１	
 回答数及び内訳	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 

	
 	
 発送数	
 	
 	
 	
 	
 	
 392	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
  
	
 	
 回答数	
 	
 	
 	
 	
 	
 165	
 	
 42.1％	
 	
 	
 

	
 	
 管理職回答	
 	
 	
 	
 154	
 	
 39.3％	
 

	
 	
 教務主任回答	
 	
 	
 162	
 	
 41.3％	
 

	
 	
 農場長回答	
 	
 	
 	
 157	
 	
 40.1％	
 	
 	
 

	
 

	
 表２	
 学校種別の回答数	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 

	
 	
 回答数	
 	
 	
 	
 	
 	
 162	
 	
 100.0％	
 	
 	
 

	
 	
 農業単独校	
 	
 	
 	
 	
 64	
 	
 39.5％	
 

	
 	
 併置校	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 62	
 	
 38.3％	
 

	
 	
 総合制高校	
 	
 	
 	
 	
 35	
 	
 	
 	
 21.6％	
 

	
 	
 無回答	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 1	
 	
 	
 0.6％	
 	
 	
 

	
 

職の回答数に差がある。	
 

	
 また，回答のあった 165 校のうち，教務主任

の質問項目（回答数 162）から農業単独校・併

置校・総合制高校の学校種を求めたものが表２

である。	
 

	
 

	
 (6)	
 データの取り扱いについて	
 

	
 表２から分かるように，今回調査における全

体数は，農業単独校約４割，併置校約４割，総

合制高校の約２割が混在している。特に学校種

を明示して記述しない限り，全校種を含めた結

果である。	
 

	
 回答の中には無回答があり，欠損値により資

料中の数値が一致しない場合がある。また，サ

ンプル数を明示する必要がある場合は，ｎ＝162

のように示す。	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 

	
 報告書で使用している百分率（％）は，有効

回答数をその設問の回答数（ｎ）を分母として

算出し，表示桁数になるよう四捨五入した。四

捨五入の結果数値の和が 100 とならない場合が

ある。	
 

	
 

	
 ２	
 管理職のアンケート結果	
 

(1) 管理職の専門教科等について	
 

	
 農業系高等学校における校長・副校長・教頭

等の管理職の性別や専門教科を調査した結果は

図３のとおりである。	
 

	
 性別では，配置校の少ない副校長において女

性の割合が 10.0％と，校長・教頭の４～５％の

ほぼ倍であった。副校長が配置されている学校

は，概ね大規模校(小規模な学校も数校あった)
であり，副校長と教頭が配置されていた。	
 

	
 管理職の専門教科では，特別支援及び民間出

身者は今回の調査では該当者がいなかった。集 
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計の結果，全体では普通教科が専門の管理職は

37.5～41.6％と高かった。また，教頭では農業 
 
 
 
 
 
 
 
 
	
 図３	
 管理職の性別及び専門教科	
 

	
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
	
 

	
 図４	
 学校種別の管理職の専門教科	
 

	
 

	
 

	
 

	
 

	
 

	
 

	
 

	
 

	
 

	
 

	
 

	
 

	
 

	
 

	
 

	
 

	
 

	
 

	
 	
 	
 

科が 46.9％と高かった。 
	
 教務主任のアンケートの学校種別とリンクし

て一覧表にしたものが図４である。この表は，

表３特別支援・民間・未回答のデータを除外し

ているので，表２と回答数が異なっている。 
	
 単独校で，専門教科「農業科」の管理職の割

合が高く，校長 60.8％，副校長 53.8％，教頭

69.8％であった。総合学科で，普通教科の管理

職の割合が 58.6％～66.7％で最も高かった。併

置校では，特徴的な傾向はなかった。 
 

(2) 学校評価項目の検討視点	
 

	
 文部科学省の学校評価ガイドライン〔平成 20
年改訂〕(21)を参考に， 14 項目を設定し，各校

の取組状況をまとめた結果が図５である。 
	
 「特別支援教育」を除く全ての視点で，「とて

も力を入れている」・「力を入れている」の合計

は，80％を超えた。特に，「教育課程・学習指

導」・「進路指導」・「生徒指導」・「保護者・地域

住民等との連携」の４つの視点は，95％を超え

る高い値を示し，他に「教育目標・学校評価」，

「安全管理」，「情報提供」を加えた７つの視点

で９割を超えた。「あまり力を入れていない」・

「全く考慮しない」の合計では，「特別支援	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 

教育」が 34.4％であり，10％以上は「保健管理」，

［組織運営］，「研修(資質向上の取組)」の３項

目に，農業に関わる２項目であった。また，	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 

「教育環境整備」も 9.1％と高かった。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
図５	
 学校評価項目を検討する際の視点(n=154) 
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(3) 授業改善に向けた取組や視点	
 

	
 授業改善のための取り組みをまとめたものが

図６のとおりである。「かなり役立っている」，

「役立っている」を併せて 80％ を超えたのは，

高い順に「管理職の授業観察」，「教員評価によ

る自己の目標設定」，「教員評価による管理職と

の面接」，「教員相互の授業公開」の 4 項目であ

る。特に，上位２項目は，90％を超える管理職

が役に立っていると感じている。 
	
 一方，実施していない取り組みとしては，「公

開授業後の授業研究」，「授業観察後の面接指導」，

「指導案の作成」の３項目が 10％を超えていた。

いずれも作成や実施に時間がかかる内容である

ため，採用されにくいのかも知れない。なお，

「指導案の作成」について，「役に立っている」

と感じる管理職はおよそ 2/3 にとどまっている。

目標に準拠した評価の実施には，評価規準づく

りが必要となる。時間をしっかりと確保して取

り組みたい項目であるが，そこまで指導できて

いないようである。 
	
 「保護者等への授業公開」を「役に立つ」と

考えている管理職は 66.8％に過ぎず，1/4 の管

理職は「役に立っていない」と否定的に感じて

いる。 
	
 また，管理職として教師の教科指導の総合的

な評価を行うときに，どのような視点や規準が

ふさわしいか５つまで聞いた結果は，図７のと

おりである。 
	
 ほとんどの管理職が「わかりやすい授業」

(91.6％)を教科指導の総合的な評価視点として

指摘している。続いて 50％を超えた上位項目は

「指導法や教材の工夫・改善」(64.9％)，「興味 

関心の喚起」(62.3%)，「学習意欲の向上」(53.9%)，
「生徒の状態把握」(51.3%)である。 
	
 なお，本アンケートの選択肢は，平成 21・22
年度に神奈川県立学校校長会が調査研究の一環

として会員の校長全員を対象としたアンケート

調査(22)の選択肢を参考とした。同調査において

も，上位５項目は同様な結果となった。同調査

においては，3/4 以上の生徒が四大や短大に進

学する A 校(61 校)，進学から就職など多様な進

路の B 校(69 校)に分けて報告されている。A 校

では「指導法や教材の工夫・改善」(62.3%)，「わ

かりやすい授業」 (57.4%)，「生徒の把握」

(55.7％ )，「興味・関心の喚起」(54.1%)，「学

習意欲の向上」(50.8％ )の５項目が上位に入っ

ている。一方 B 校では「わかりやすい授業」

(68.1％)，「生徒の把握」(65.2％ )，「指導法や

教材の工夫・改善」(59.4%)，「規律ある授業」

(44.9%)，「興味関心の喚起」=「学習意欲の向

上」(43.5%)の順であった。A 校では「規律ある

授業」(18.0%)は下位の項目であるが，B 校では

4 位の項目である。「A 校・B 校の違いは，生徒

の学習姿勢・状況を反映していることが窺え

る。」と指摘している。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

	
 

	
 

	
 図６	
 授業改善に向けた取組(n=154) 

図７	
 教科指導の視点(n=154) 
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 (4)	
 生徒指導や中途退学等	
 

	
 各学校の生徒の規範意識について調査した結

果は，図８のとおりである。	
 

	
 生徒指導が十分に機能していれば，学年進行

に伴い生徒の状況はよくなる考えて設問とした。

約半数の学校が「上級生になるにつれて規則・

規範を守るようになる」と回答し，「学年による

変化はあまりみられない」は４割であった。	
 

	
 一般的に，学校が危機的な状況にあるときは

黙っていても指導方針を一致させることはでき

るが，状況がよくなってくると職員の意識に緩

みが出てくる。生徒の状況をしっかりと分析し

改善策を徹底して実施することによって，学校

はよりよい次の段階へと移行できる。	
 

	
 生徒指導の各項目について，徹底の度合いに

ついて調査した結果は，図９のとおりである。	
 

	
 「繰り返し何度も指導する」が 70％以上の項

目は「身だしなみ」，「課題の提出を守ること」

の 2項目であり，「あいさつや言葉づかい」，「授

業の遅刻」が続く。「繰り返し何度も指導する」	
 

	
 

	
 

	
 

	
 

	
 

	
 

	
 

	
 

	
 

	
 

	
 

	
 図８	
 生徒の規範意識	
 

	
 

	
 

	
 

	
 

	
 

	
 

	
 

	
 

	
 

	
 

	
 

	
 

	
 

	
 

	
 

と「ときどき指導する」を加えると，ほとんど

の項目で 80％となっていることから，生徒指導

の大変さが伺える。一方，「授業中の携帯電話の

使用について」，「授業の開始時間に遅れること

について」，「図書館や特別教室等の使用につい

て」，「アルバイトについて」，「授業中のおしゃ

べり」などは指導の必要がないとする学校も割

合は少ないが存在する。	
 

	
 各校における平成 21 年度の「校長説諭以上の

生徒指導件数」を質問したところ，［1］10 件未

満が 39.6％，[2]10〜30 件が 35.1%，[3]30〜50

件が10.4％，[4]50〜100件未満が8.4％，[5]100

件以上が 0.6%であった(未回答 5.8％)。	
 

	
 

	
 

	
 

	
 

	
 

	
 

	
 

	
 

	
 

	
 

	
 

	
 図 10	
 在籍生徒数と指導件数	
 

	
 全体の４割弱の学校が年間 10 件未満であり，

1/3強の学校が10〜30件ほどの指導件数だった。

各学校の規模（在籍生徒数）と関連づけてグラ

フ化したものが図10である。図のX軸1〜5は，

選択肢の番号であり，	
 Y 軸は在籍生徒数である。

図から分かるように，1000 名に迫る規模の学校

でも指導件数が 10 件未満の学校があることが	
 

	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 わかる。学年あたり	
 

	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 の学級数で，２学級	
 

	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 以下を小規模校，３	
 

	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 〜５学級を中規模校，	
 

	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 6 学級以上を大規模	
 

	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 校とすると，小規模	
 

	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 校では，圧倒的に 10	
 	
 

	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 件未満の学校が多い。	
 

	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 中規模校では 10〜	
 

	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 30 件未満が最も多	
 

	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 くなる。しかし，規	
 

	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 模が大きくなると件	
 

	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 数が増える傾向はな	
 

	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 く，大規模校でも 10	
 

	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 〜30 件が最多であ	
 

	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 る。	
 

 

 

図９	
 生徒指導の徹底の度合い(n=154) 
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 平成 21 年度に卒業した学年が３年間の中途

退学や転学した生徒の割合を質問したところ，

［1］５％未満が 48.7％，[2]５〜10％未満が

28.6%，[3]	
 10〜20％未満が 16.2％，[4]	
 20〜

30％未満が 2.6％，[5]30％以上が 0.0%であった

(未回答 3.9％)。	
 

	
 

	
 

	
 

	
 

	
 

	
 

	
 

	
 

	
 

	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 

	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 

	
 図 11	
 学校規模と中途転退学者の割合	
 

	
 ５％未満の学校が半数に近い 48.7％であり，

５〜10％未満の学校が 28.6％であり，3/4 強の

学校が転退学者 10％未満である。	
 

	
 各学校の規模(在籍生徒数)と関連づけてグラ

フ化したものが，図 11 である。退学者・転学者

は実数でなく割合なので，例えば定員が 600 名

の学校では 29 名の退学者まで[1]に含まれるが，

定員 120 名の学校では 24 名で[4]に含まれるの

で注意が必要である。	
 

	
 

	
 ３	
 教務主任のアンケート結果	
 

(1) 教務主任の専門教科等について	
 

教務主任の性別及び専門教科に関する質問項

目に対する回答は，図 12 のとおりである。女性

教務主任の割合は，8.6％，教科「農業」が専門

の教務主任は，35.8％であった。	
 

	
 

	
 

	
 

	
 

図 12	
 教務主任の性別及び専門教科	
 

	
 

(2) 学校の創立等と学科改編について	
 

	
 各校の創立年を前述の農業教育の時代区分に

よって集計すると，第１期（1872〜1912）が 65

校(40.1％)，第２期（1913〜1945）が 57 校

(35.2％)，第３期(1946〜1993)が 40 校(24.7％)，

第４期(1994〜)が０校であった。	
 

	
 また，現在の校名に変更した時期については，

図 13 のとおりである。戦前からある学校は昭和

23 年４月からの「新制高等学校」として再出発

しているので，伝統のある単独校はそれに併せ

て変更されている場合が多い。また 1950 年代は，

戦後教育改革の高校三原則により総合制高校と

なった高等学校が，逆コースの中で見直され，

農業高校として単独の職業高校に分離独立した

学校も多かったのが影響していると考えられる。

前述のとおり，1990 年代に入ると職業学科の問

題点等も指摘され学科改編する学校が多くなっ

た(図 14)。総合学科等への改編も含め，学科改

編に併せて校名変更する場合が多いことを示唆

している。	
 

	
 

	
 

	
 

	
 

	
 

	
 

	
 

	
 

	
 

	
 

	
 

	
 

	
 

	
 図 13	
 現在の校名への変更時期(n=162)	
 

	
 

	
 

	
 

	
 

	
 

	
 

	
 

	
 

	
 

	
 

	
 

	
 

	
 

	
 図 14	
 各校の学科改編年(n=162)	
 

	
 学科改編を行った学校は 1991〜2000 年が 53

校(32.7％)，2001〜2010 年が 75 校(46.3％)で

あった。この直近 10 年間でおよそ半数の学校が

学科改編を行っていることになる。学科改編を

行った学校に対して，改編を行った理由を複数

回答で聞いたところ，「県の教育改革の施策や指

導を受けて」が 50％，「地域や生徒のニーズ等

を考慮して」が 45％，「生徒数の減少に伴い学
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級数を減らすため」が 17％，「特定学科の指導

者減少(または増加)に対応」が 15％，「生徒の

進路状況に対応するため」が 12％，「定員割れ

を防止するため」が 8％，「その他」4％という

結果であった。その他には，「近隣の普通高校と

の統廃合」や「2011 年より地区の４校が統合し，

統合校となる」など，統廃合が目前に迫ってい

る現状の記述もあった。	
 

	
 

(3) 総合学科における系列の見直し	
 

	
 回答のあった総合学科高校 35 校のうち，移

行後に系列を見直した学校は 16 校（46％），見

直していない学校は 19 校（54％）であった。 
	
 見直した理由としては，７校で学級減への対

応を理由にあげている。また「学級減と生徒の

ニーズに合わせるため」との回答も１校あった。

「系列の設定が時代や生徒の実態の変化に対応

していないため」，「商業・情報関係の系列選択

者の減少」，「進学希望者が当初予想を下回った

ため」など，特定の系列で生徒が集まらないた

めに系列の見直しを行った学校が４校あった。

また「専門の力をつけるために新しい系列を作

った」との回答が１校あったが，系列の新設に

伴う統廃合に関する記述はかった。見直した残

りの３校は理由を明記していなかった。 
	
 「系列の最低人数を設定しているか」との質

問に対し，４校(11％)が設定し，31 校(89％)が
設定していなかった(図 15)。 
	
 人数を設定した４校の具体的な設定人数につ

いては，学年で５名が１校，同 10 名が２校，

全体で 24 名が１校であった。 
	
 最低人数を設定していない学校 31 校あった。

設定していない理由については，見直しを行っ

ていない学校は「生徒の希望を尊重するため」，

「生徒の多様な進路に対応するため」，「一人で

も対応する」など，生徒のニーズに応える姿勢

が見られる。また，「系列に属するという考え方 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
	
 図 15	
 系列の最低人数の設定（n=35）	
 

がないため」，「現状で設定する必要がない」と

いう回答もあった。見直しを行った学校は，「施

設・設備による人数制限を科目毎に行うのみ。

生徒の希望を最大限取り入れている」など，生

徒の希望に応える回答が多かった。また，「９系

列の存在を外に広報しているため」との回答も

あり，希望する系列を学べる努力をしているこ

とが分かる。説明責任という観点からもとても

大切な考え方である。 
	
 総合学科移行後の系列の見直しは，施設設備

の更新や担当教科の職員の構成の変更する必要

がある。そのため，生徒の実態から必要を迫ら

れても，実際はなかなか見直されないのではな

いかと予想していた。そのような観点からも，

今回のアンケート結果(46％)は，半数に近い学

校が見直していることを意味しており，学校を

「生徒が主役の場」に据えながら学校改革に取

り組んでいる証ととらえられるのではないか。 
 

(4) 学校の規模及び進路状況	
 

	
 回答のあった学校の生徒数等と調査年の学校

基本調査の農業科及び総合学科のデータをまと

めたものが図 16 である。なお，クラス数未回

答が１校，生徒数未回答が２校あった。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
	
 図 16	
 調査校のクラス・生徒数	
 

	
 在籍生徒数の規模別に学校数を度数分布表で

示したものが図 17 である。なお，学年あたりの

学級数で小規模から大規模に分類すると，２学

級以下を小規模校は 29 校(17.9％)，３〜５学級

を中規模校は 92 校(56.8％)，	
 6 学級以上を大

規模校は 41 校(25.3％)，未回答１校(0.6％)で

あった。	
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 図 17	
 生徒数別の学校数	
 

	
 平成 21 年度末の卒業生 21,516 名の進路状況

は図 18 であり，その中の農業学科及び農業系列

の卒業生 12,533 名(58.2％)の進路状況は図 19

のとおりである。	
 

	
 

	
 

	
 

	
 

	
 

	
 

	
 

	
 

	
 

	
 

	
 

	
 

図 18	
 平成 21 年度末卒業生の進路状況	
 

	
 

	
 

	
 

	
 

	
 

	
 

	
 

	
 

	
 

	
 

	
 

図 19	
 農業課程・系列卒業生の進路状況	
 

	
 総合学科では，系列毎の卒業者数を出してい

ない学校も多く，全体に比べて未回答も多かっ

た。	
 

	
 校種毎の進路状況をまとめたものが図 20 で

ある。四年制大学進学では，農業単独校(10.8％)，

併置校(17.5％)，総合学科(19.7％)と増加する

のに対して，就職では農業単独校(46.0％)，併

置校(41.4％)，総合学科(37.3％)と減少してい	
 

	
 

	
 

	
 

	
 

	
 

	
 

	
 

	
 

	
 図 20	
 学校種別の進路状況(n=21,395)	
 

た。自営者も同様に減少傾向であったが，他の

進路では特に傾向はなかった。なお，図中「就

職･進学」とあるのは，例えば看護学生のように

就職をしながら進学をする生徒のことである。	
 

	
 農業系高校は「農家を育成する」イメージが

強いが，高校卒業後直ちに就農した生徒は全国

で 79 名(全体の 0.4%)であり，農業単独校が 59

名(就農者の74.7％)，併置校が14名(同17.7％)，

総合制高校が６名(同 7.6％)であった。しかし，

上級学校へ進学の後に，就農する生徒も多いこ

とから，「農業関係者の育成」という機能も依然

としてもっている。	
 

	
 なお，学校基本調査によると，平成 22 年３月

卒業者全体(1,069,129 名)の進路状況は，大学

進学 54.3％，専修学校進学 15.9％，就職 15.8％

である。農業科卒業生(27,521 名)では，大学進

学 15.6％，専修学校進学 25.1％，就職 47.9％

であり，総合学科卒業生(49,390 名)では，大学

進学 37.0％，専修学校進学 25.7％，就職 24.7％

である(23)。	
 

	
 

(5) 転退学者について	
 

	
 転退学者数は，学校としてもあまり表に出し

たがらない数字であり，回答のあった 162 校中

23 校(14.2％)で１年次の退学者数が未回答で

あった。回答のあった 162 校の転退学者数の学

年別にまとめたものが図 21 である。退学者・転

学者ともに１年次が最も多く，学年進行に合わ

せて減少する。転退学者全体傾向は，１年次が

５割，２年次が４割，３年次が１割となってい

る。	
 

	
 

	
 

	
 

	
 

	
 	
 

	
 

	
 

	
 図 21	
 学年別の転退学者数(n=162)	
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 退学者数と転学者数の校種別の状況を示した

ものが図 22 及び図 23 である。	
 

	
 

	
 

	
 

	
 

	
 

	
 

	
 

	
 図 22	
 校種別退学者数(n=161)	
 

	
 

	
 

	
 

	
 

	
 

	
 

	
 

	
 図 23	
 校種別転学者数(n=161)	
 

	
 総合制高校(n=35)では，農業単独校(n=64)や

併置校(n=62)と比べサンプルが少ないので，総

数での単純な比較はできないので，「割合」とし

て，それぞれの総数をサンプル数で割った１校

あたりの転退学者数を算出した。総合学科の退

学者は，農業単独校や併置校の 28〜32％，転学

者は，27〜35％に過ぎない。	
 

	
 学年別の傾向としては，農業単独校及び併置

校においては，先ほど指摘したようなほぼ５割−

４割−１割の傾向を示している。一方，総合制高

校では，１年次の転退学者数は３割強と他校種

と比べても極端に低いが，その分２年次の割合

が４割から６割と高くなっているのが特徴であ

る。	
 

	
 一般に１年次で転退学する生徒の多くは，い

わゆる「不本意入学」の生徒であるとの指摘は

アンケートでも多かった。専門学科の場合，入

学後に学科を変更できないので，生徒は入学時

の希望と現実が大きく乖離していると感じると，

学習意欲が大きく低下してしまう。その結果，

成績不良に追い込まれて進級できなくなり，退

学や転学に至る場合が多い。一方，総合学科で

は定員を一括で募集し，入学後に「産業社会と

人間」などの学習をとおして系列や選択科目を

決定する場合が多い。選択肢が限られていると

はいえ，自ら選択する機会が与えられているこ

とで，生徒の学習意欲が維持されると考える。	
 

	
 直近５年間の退学者や転学者の推移や傾向に

ついて質問したところ，退学者については，「減

少傾向」と回答した学校の方が「増加傾向」と

回答した学校よりも多かった。ただ，「広域通信

制高校で高校卒業資格が取得しやすくなり，従

来であれば退学してしまう生徒たちが転学する

ようになってきている。よって，転学と退学の

合計数の推移はそれほど変わらない」との指摘

もあった。	
 

	
 減少傾向の理由についてはさまざま考えられ

るが，大きく「高校側の努力」，「中学校の進路

指導の充実」，「生徒の意識向上」に関する記述

が多かった。例えば，「高校側の努力」という点

では，中学校訪問を行い中学校の先生に学校の

特徴等を周知する。オープンキャンパスや体験

入学などで入学希望の中学生や保護者に学習内

容等を周知する。など入学前の広報活動により

不本意入学を少なくしている。また，教育相談

や担任の個別指導を充実させたり，成績不振者

に対して補講などきめ細かく指導するなど，入

学後の指導も充実させている。 
	
 入学者選抜において定員割れしている学科で

は，不本意入学者が増加してしまう。継続的に

定員割れが起きないよう学校をあげて対策を講

ずる必要がある。 
 

(6) 卒業に必要な単位数について	
 

	
 現行の高等学校学習指導要領では，卒業まで

に履修させる単位数等を総合的な学習の時間の

単位数を含めて 74 単位以上と定めている（平成

21 年 3 月告示の新学習指導要領でも 74 単位で

ある）。	
 

	
 回答のあった全ての校種 162 校における卒業

に必要な単位数についてまとめたものが図 24

である。学習指導要領が定める 74 単位を設定し

ている学校は 21％であった。90 単位以上を設定

している学校が 20％，未回答の学校が 23％あっ

た。	
 

	
 農業単独校 64 校における卒業に必要な単位

数についてまとめたものが図 25 である。74 単	
 

	
 

	
 

	
 

	
 

	
 

	
 

	
 

	
 

	
 

	
 

	
 図 24	
 卒業に必要な単位数(全体	
 n=162)	
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位は 17％であり，90 単位以上を設定している学

校は 28％であった。80 単位以上とする学校が全

体の６割を超えている。	
 

	
 併置校 62 校における卒業に必要な単位数に

ついてまとめたものが図 26 である。74 単位は

18％であり，90 単位以上を設定している学校は

19％であった。80 単位以上とする学校が５割で

あった。	
 

	
 総合制高校 35 校における卒業に必要な単位

数についてまとめたものが図 27 である。74 単

位が 37％であり，90 単位以上を設定している学

校は６％であった。80 単位以上とする学校は約

1/3 になっている。	
 

	
 前項の退学者数の考察において，総合制高校

の退学者数が農業単独校や併置校に比べて少な	
 

	
 

	
 

	
 

	
 

	
 

	
 

	
 

	
 

	
 

	
 

	
 図 25	
 卒業に必要な単位数(単独校 n=64)	
 

	
 

	
 

	
 

	
 

	
 

	
 

	
 

	
 

	
 

	
 

	
 図 26	
 卒業に必要な単位数(併置校 n=62)	
 

	
 

	
 

	
 

	
 

	
 

	
 

	
 

	
 

	
 

	
 

	
 図 26	
 卒業に必要な単位数(総合制 n=35)	
 

いと述べた。実は，総合制高校の卒業に必要な

単位数は農業単独校や併置校に比べて低く設定

されていることがこれらの図からも分かる。ま

た，農業単独校や併置校が学年制によって，規

定の単位数以上を落とすと原級留置になるのに

対して，総合制高校では単位制のため留年がな

く，そのまま在籍することができる。そして，

学年制である農業単独校や併置校では，原級留

置になってしまうと，留年せずに退学や転学を

選択する生徒が多いので，どうしても１年生の

転退学が多くなってしまう。	
 

	
 高校現場では，「全ての教科･科目の単位を取

らなければ卒業できない」という指導を徹底す

るために，卒業単位数を生徒に公開していない

学校がある。	
 

	
 今回の調査で，卒業単位数を生徒に公開して

いないと回答した学校は 35 校（21.6％）であっ

た。内訳は，農業単独校が 12 校（18.8%），併置

校が他校種よりも高く 18 校（29.0％），単位制

の総合制高校でも４校（11.4%）が公開していな

かった。	
 

	
 卒業単位数を公開しないとした背景は，仮に

90 単位を履修する学校の生徒が 74 単位を修得

すれば卒業可能な場合，16 単位を修得できなく

ても卒業が可能となる。そのような中で，生徒

が安易に履修放棄したり，履修要件(2/3 以上の

出席をもって履修認定する学校が多い)は満た

しているものの修得をあきらめてしまうのを防

ぐための指導上の措置と考えられる。	
 

	
 教務主任として卒業単位数の公開の是非を質

問したところ，全校種で図 27 の結果が得られた。

公開すべきがおよそ 1/3，こだわらないがおよ

そ 1/3 である。非公開にすべきは全体での割合

は 15％であった。その他は 12％であったが，内

容はさまざまなであった。公開すべきとした主

な意見は，「学校の考え方、仕組みを公開するべ	
 

	
 

	
 

	
 

	
 

	
 

	
 

	
 

	
 

	
 

	
 

	
 

	
 図 27	
 卒業単位数公開の是非(n=162)	
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き。各学校の教育目的により、全てとらせるか

否かは異なる。ディスクロージャーの観点から

理由があっても公開すべきと考える」，「非公開

は、情報開示が当たり前の現在では考えられな

い」，「本校では卒業単位数と習得しなければな

らない単位数が一致している。1 科目でも落と

したら卒業できないので、当然公開すべきであ

る」など，原則をしっかりと適用すべきという

意見が多かった。また，「履修と修得の考え方を

きちんと説明したうえで公開すべき。今までよ

りも欠点（赤点）がつけられやすくなったこと

を強調すべき」と生徒に対してきちんと説明す

べきという意見も見受けられた。	
 

	
 こだわらないとする意見としては，「各学校の

生徒の実情、スタッフの質により対応は異なる」

など，実態を考慮すべきとの意見が多かった。	
 

	
 非公開の理由としては，「全科目必履修なので、

あらかじめ強調して伝えないことが望ましい」，

「学年制をとっているので、すべてをとらない

と卒業できない」，「本県の現状においては履修

＝修得がベスト」など履修と修得を分離しない

方が良いという意見もあった。	
 

	
 

(7) 進路指導について	
 

	
 高等学校にとって，入学生徒に対して適切な

ガイダンスを行い，希望する進路実現を図るこ	
 

とはとても重要である。農業系高等学校におけ	
 

	
 

	
 

	
 

	
 

	
 

	
 

	
 

	
 

	
 

	
 

	
 

	
 

	
 

	
 

	
 

	
 

	
 

	
 

	
 

	
 

	
 図 28	
 各校の進路指導の状況について	
 

る進路指導の状況を調べるため，各指導項目に

ついて，各校でどの程度力を入れて指導してい

るかをまとめたものが図 28 のとおりである。項

目は「力を入れている」の選択率の高いものか

ら表示した。	
 

	
 「面接指導」や「履歴書･志願理由書の指導」

は，就職･進学試験の直前に行われる比較的短期

的な指導ということもあり，ほぼ 100％の学校

で実施している。	
 

	
 キャリア教育の観点からも実施が奨励されて

いる(24)インターンシップや事業所見学は，「少

し力を入れている」を含めると 90％以上の学校

が推進している。なお，インターンシップは，

教育課程に適切に位置づけて実施している学校

も多い。	
 

	
 普通高校では進学指導として広く実施されて

いる早朝･放課後の補習や長期休業中の補習に

ついては，「力を入れている」と回答した学校は

30％弱であり，実施していない学校も 10％強あ

った。小論文指導も「力の入れている」と回答

した学校は 30％弱であったが，未実施校は

3.9％であった。一般入試でなく，推薦入学制度

を使って進学する生徒がほとんどの農業系高校

の生徒にとって，小論文指導は欠かせない進路

対策として，各校で指導として根付いていると

考えられる。	
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４	
 農場長のアンケート結果	
 

(1) 歳入を伴う実習費について	
 

	
 農業系高等学校では，野菜や草花を栽培し，

ジャムなど加工し，家畜を飼育している。それ

らを販売した売り上げは歳入として設置者へ納

めている。「生産実習費」は，都道府県によって

名称は異なるが，歳入を伴う実習費のことであ

る。各校の平成 22 年度予算額及び平成 21 年度

収入額(決算額)を質問したところ，図 28 のよう

な結果が得られた。3000 万円以上は 12 校(8％)

あったが，その内訳は 3000 万円台８校，4000

万円台３校，5000 万円台１校であった。また，

校種別の予算規模による度数分布表が図 29 で

ある。500 万円から 1 千万円未満が全ての校種

で多いことが分かる。総合制高校では 2 千万円

台が 1 校あるものの，それ以外は全て 1 千万円

未満である。	
 

	
 平成 22 年度の予算額について，21 年度決算

額との増減を質問したところ，高く設定してい

る学校は 32 校(23.5%	
 )，同額に設定している学

校は 17 校(12.5％)，低く設定してあった学校は

87 校(64.0％)であった。予算編成については，

歳入額が当初予算額に対して増減した場合に設

置者によってその扱いが異なる（後述）ので，	
 

	
 

	
 

	
 	
 

	
 

	
 

	
 

	
 

	
 

	
 

	
 

	
 

	
 図 28	
 歳入を伴う実習費の平成 21 年度決算	
 

	
 

	
 

	
 

	
 

	
 

	
 

	
 

	
 

	
 

	
 

	
 

	
 図 29	
 平成 21 年度歳入決算額(校種別)	
 

それに併せて高く設定する学校，低く設定する

学校に分かれるようである。	
 

	
 作物の栽培面積や家畜の飼育頭数は割愛する

が，現在の学校農場の農地規模や飼育規模を聞

いたところ，図 30 のようになった。「適当」の

回答は，栽培系(農地規模)が 40.6％に対して，

飼育系	
 (飼育規模)では 51.8％と 10％強高い。

農地規模では 35.5％の農場長が「大きすぎる」

と回答したのに対して，飼育規模では 30.1％の

農場長が「小さすぎる」と回答していることか

らも，飼育系の運営の方が順調なようである。	
 

	
 歳入した予算額に対して，設置者（都道府県

等）からの配付される額は，100％還元が

78(52％)，都道府県で調整 28(18.7％)，100％

配 付 さ れ る が 光 熱 水 費 等 を 校 内 で 調 整

14(9.3％)，予算に関係なく需用費を配付

10(6.7％)，その他 20(13.3%)であった。なお，

都道府県の調整額は 92〜97％であった。	
 

	
 光熱水費の予算について，生産実習費と別枠

で配付されるかどうかを質問したところ，別枠

で配付 66(44.3％)，生産実習費の中から支出

58(38.9％)，別枠だったが財政状況の悪化で生

産実習費から支出４(2.7%)，その他 21(14.1%)

であった。	
 	
 

	
 生産実習費の予算額に対して，例えば気象そ

の他の影響により収入が不足した時の扱いにつ

いては，当初計画された予算額が配付される

66(45.8％)，不足した分を補正し，配付額も減

らされる 64(44.4%)，その他 14(9.7%)であった。

逆に予算額を上回る歳入があった場合の扱いは，

当初計画した予算額のみ配付される 82(56.9%)，

超過した分を補正し，配付額も増額される

52(36.1%)，その他 10(6.9%)であった。歳入の

増減に関係なく当初予算どおりに配付する都道

府県が多いことが分かった。	
 

	
 

	
 

	
 

	
 

	
 

	
 

	
 

	
 

	
 

	
 

	
 

	
 

	
 図 30	
 農場規模に対する農場長の意識	
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(2) 産業教育手当に関する状況	
 

	
 昭和 32 年に議員立法として成立した「農業，

水産，工業又は商船に係る産業教育に従事する

公立高等学校の教員及び実収助手に対する産業

教育手当の支給に関する法律」により，産業教

育手当が支給されている。当初本俸の 7％支給

であったが昭和45年より10％支給されていた。

第３条で地方自治法第 204 条第２項の規定によ

り条例で支給することができるとしている。	
 

	
 平成 16 年に東京都で８％に改定されて以降

多くの都道府県が改定している。鳥取県は平成

17 年度末で手当が廃止されている。平成 21 年 5

月現在の支給状況は以下のとおりである(25)。	
 

［10％支給］(11 県)･････青森県，山形県，茨

城県，山梨県，静岡県，岐阜県，三重県，富山

県，兵庫県，徳島県，沖縄県	
 

［９％支給］（３府県）･････群馬県，京都府(23

年に 6％へ)，福井県(23 年に 7％へ)	
 

［８％支給］（３都県）･････北海道，岩手県，

東京都	
 

［７％支給］（５県）･････新潟県(23 年度 5％へ)，

石川県，愛知県，香川県，愛媛県	
 

［６％支給］（３県）･････宮城県，滋賀県，広

島県	
 

［５％支給］(10 県)･････秋田県，奈良県，和

歌山県，山口県，福岡県，熊本県，佐賀県，長

崎県，大分県，宮崎県	
 

［一律･定額の支給］（10 県）･････福島県，千

葉県，神奈川県，埼玉県，栃木県，長野県，大

阪府，岡山県，高知県，鹿児島県	
 

［時間支給］(２県)･････鳥取県，島根県	
 

	
 

	
 産業教育手当が減額されている農場長の感想

としては，「手当が減額されたことで，労働意欲

がとても減退した」18(11.5％)，「手当の減額は

厳しい財政状況を踏まえた都道府県の判断なの

で我慢するしかない」65(41.4%)，「産業教育手

当は減額されたが，諸手当で多少補填がある」

１(0.6%)，「個人的には我慢できるが，産業教育

全体への影響があると思う」30(19.1％)，「その

他」10(6.4％)，「未回答」33(21.0%)であった。	
 

	
 その他の意見としては，「手当の一律支給や削

減ではなく，飼育･栽培状況によって超過勤務を

している職員に対して正確に把握し正当な賃金

を支払うべき」，「勤務状況や土日出勤等厳しい

ものがある。生徒数、職員数、予算が減っても、

農場面積(規模)や歳入は同じ」など，厳しい勤

務状況が窺える。	
 

第４章 	
 農業教育の将来の展望	
 

	
 １	
 高等学校における農業教育の役割	
 

(1) 「自営者養成」への貢献	
 

	
 農業系高校というと「農業自営者育成(農業行

政用語では「担い手支援」)」のイメージがある

が，昭和 40 年代以降その役割は低下してきてお

り，学科と職業との関連性は弱まっている(26)。

高等学校における農業教育の役割を「自営者育

成」という固定観念で捉えようとすると，「役割

を果たしていない」と言われかねないくらい，

高校卒業直後に就農する生徒は少ない。アンケ

ートによると，平成 21 年度卒業生 21,516 名の

うち直ちに就農者は 79 名(0.4%)であった。内訳

は，農業単独校 59 名(74.7%)，併置校 14 名

(17.7%)，総合制高校 6名(7.6%)であった。また，

農場長の質問紙から「直近５年間就農者数」を

調査したところ，未回答 10 校を除く 147 校で

438 名であった。校種を確認できた 432 名の内

訳は，農業単独校 363 名(84%)，併置校 46 名

(10.6%)，総合制高校 23 名(5.3%)であり，農業

単独校の比率が高いことが分かる。総数を単純

に平均すると 87.6 名となり，21 年データに近

い値となった。高校卒業後直ちに就農した生徒

数のデータは，平成 19 年度 564 名(卒業者に占

める割合 2.0%)(27)という値が農水省資料に示さ

れている。この値は，アンケート結果を基に算

出した計算値(212)の 2.7 倍に相当する。調査時

点が３年違うので，一概に比較はできない。い

ずれにしても，「自営者育成」への貢献はされて

いるが，残念ながら主な役割ではなくなってし

まっている現実を押さえる必要がある。	
 

	
 

(2) 大学進学率の向上と高等学校の階層化	
 

	
 かつて「農家の長男に生まれたら農学校へ行

く」という時代があった。しかし，産業構造の

変化に併せて大学進学率も向上し，昭和 40 年

には 25.4％(23)と 4 人に一人は大学へ進学する

ようになった。そのような中で，たとえ農家の

子弟であっても大学進学を意識する場合は普通

高校へ進学するようになり，農業高校は大きく

多様化の道を歩み始めた。 
	
 番場(2010)は，早稲田実業学校高等部におけ

る商業科の廃止などの例に挙げ，「このような高

等学校における学科間の格差は，中学校生徒の

高等学校への進学先選択において，そこでの学

びの内容が重視されたためというわけではない。

学校のネームバリュー以前に，「職業学科よりも

普通科」という思考がまず志願にあたっての第
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一義となっていたに過ぎないのであって，大学

に入るには高等学校の段階では職業学科よりも

普通科に進学した方が有利であるとの判断に過

ぎない」と，高等学校における学科による階層

化を指摘している (28)。 
	
 また，商業高校の将来に対して，「職業準備

教育のための職業教育ではなく，一つは進路多

様性を強調した高等学校になっていくパターン

であり，もう一つは普通教育としての商業に関

する教育を専門教育とする高等学校となってい

くパターンである」の二つの方向性を示してい

る (29)	
 。この指摘は広く農業系高等学校にも適

用できる。具体的には以下の学校である。	
 

	
 前者は，校内農場での実習や農業クラブ活動

を重視した職業教育としての従来型の農業教育

の充実を図りつつ，指定校推薦入試を軸に推薦

入試やＡＯ入試等の利用によって大学･短期大

学･専修学校等への進学を希望する生徒をしっ

かりとサポートする体制を作るという方向性で

ある。現時点で進学率がある程度高い専門高校

は既にこのタイプに適応できている学校が多い

と考えられる。	
 

	
 後者は，上級学校への進学を前提に，農業科

を職業学科としてではなく普通教育としての農

業に関する教育をより高度に拡充させた農業の

専門学科とする高等学校である。高等学校での

専門教育の内容を大学などの上級学校へ進学し

た後も継続的に深められるようにすることを目

的とする学校である。進学率の高い総合制高校

では既にこのタイプに適応できている学校が多

いと考えられる。  
	
 

	
 (3)	
 現在の進路状況	
 

	
 学校基本調査を元に平成 22 年度３月に農業

関連学科を卒業した生徒 27,521 名の進路先を

確認したい。大学等進学者(A)4,295 名(15.6%	
 )，

専修学校(専門課程)進学者(B)6,901 名(25.1%)，

専修学校(一般課程)(C)560 名(2.0%)，公共職業

能力開発施設等(D)689 名(2.5%)，就職者 13,079

名(47.5%)，一時的な仕事に就いた者 650 名

(2.4%)，不詳・死亡の者５名(0.0%)，その他

1,342 名(4.9%)，(A)〜（D）のうち就職してい

る者112名(4.1%)である。大学等進学率は15.6%，

専修学校(専門課程)進学率は 25.1%，就職率は

47.9%である。同様に総合学科の生徒は，49,390

名の進路先は，大学等進学者(A)18,276 名

(37.0%	
 )，専修学校(専門課程)進学者(B)12,708

名(25.7%)，専修学校(一般課程)(C)1,613 名

(3.3%)，公共職業能力開発施設等(D)559 名

(1.1%)，就職者 12,046 名(24.4%)，一時的な仕

事に就いた者 1,180 名(2.4%)，不詳・死亡の者

10 名(0.0%)，その他 2,998 名(6.1%)，(A)〜（D）

のうち就職している者 146 名(2.9%)である。ま

た，大学等進学率 37.0%，専修学校(専門課程)

進学率 25.7%，就職率 24.7%である(23)。	
 

	
 高校生全体でみれば，昭和 45 年に 816,716

名であった就職者は平成22年には168,673名と

なっており，当時の 1/5 まで減少している。当

時 85％程度あった専門学科の就職率も現在で

は 40.6％まで下がっており，農業科の 47.9％は，

工業科(57.1%)と商業科(37.7%)のほぼ中間に位

置している。なお，普通科を含めると 16.3％ま

で低下している。	
 

	
 アンケートにおいて，平成 21 年度卒業生の各

学校の進学率と就職率のデータは，先に紹介し

た図 18 のとおりであり，図 20 のように校種に

よりかなり偏りがある。個々の学校におけるデ

ータの分散範囲は広く，両方とも０〜90％の範

囲にあった。なお，0％はいずれも小規模校であ

った。そこで，各学校の進学率や就職率から相

関関係を検討し，学校の類型化を試みた。	
 

	
 

２	
 農業系高等学校の類型化	
 	
 

	
 (1)	
 創立年等と進学率・就職率の関係	
 

	
 学校紹介の場面で，よく「歴史と伝統のある」

という文言を耳にするが，創立年と進学率・就

職率の相関を調べたが，全体では特に相関関係

はなかった，校種を分けて調べたところ，農業

単独校の進学率（r=-0.279），総合制高校の進学

率（r=-0.211）でのみ，負の弱い相関関係を示

した。つまり，創立の古い学校は進学率が高い

傾向が見られた。	
 

	
 また，学科改編年における相関関係を調べた

が，全体の相関関係は認められなかった。学校

種別では，併置校の学科改編年度と進学率(ｒ＝

0.2300)で正の弱い相関関係，総合制高校の学科

改編年度と進学率(ｒ＝-0.334)で負の弱い相関，

改編年度と就職率(ｒ＝0.230)で正の弱い相関

を示した。つまり新しく学科改編をした併置校

の進学率は高い傾向を示した。総合制高校では

初期に改編した学校は進学率が高く，新しく改

編した学校では就職率が高い傾向を示した。	
 

	
 

	
 (2)	
 学校規模と進学率・就職率の関係	
 

全校の生徒数と進学率・就職率の相関関係を

調べたら，進学率(ｒ＝0.3790)で正の弱い相関，
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就職率(ｒ＝-0.4033)で負の相関を示した。農業

系高等学校では規模の大きな学校の方が進学率

の高くなり，就職率が低くなる傾向のあること

が分かった。校種別に同様に調べたら，進学率

では農業単独校(ｒ＝0.4653)･併置校(ｒ＝

0.3352)とともに正の相関を示した。また，就職

率では進学率では農業単独校(ｒ＝-0.3500)･併

置校(ｒ＝-0.3360)とともに負の相関を示した。

総合学科は進学率で相関関係はなかったが，就

職率(ｒ＝-0.3230)では負の相関を示した。規模

別に分けて調べたら，大規模校の就職率(ｒ＝

-0.2973)・中規模校の就職率(ｒ＝-0.2140)でと

もに弱い負の相関を示した以外は特に相関関係

は認められなかった。	
 

	
 

(3) 学校全体と農業系学科・系列の関係	
 

併置校における学校全体の進学率と就職率と

農業学科の生徒の進学率と就職率の相関関係を

調べた。学校の進学率が高ければ高いほど農業

科の進学率(ｒ＝0.4863)で正の強い相関関係を	
 

	
 

	
 

	
 

	
 

	
 

	
 

	
 

	
 

	
 

	
 

	
 

	
 図 31	
 総合制高校の進学率の相関	
 

	
 

	
 

	
 

	
 

	
 

	
 

	
 

	
 

	
 

	
 

	
 

	
 

	
 

	
 

	
 

図 32	
 農業系高等学校の類型	
 

示した。また，就職率(ｒ＝0.5323)も正の強い

相関関係を示した。	
 

総合制高校における学校全体の進学率と就職

率と農業系列の生徒の進学率と就職率の相関関

係を調べた。学校の進学率が高ければ高いほど

農業科の進学率(ｒ＝0.7970)で正の強い相関関

係を示した(図 31)。また，就職率(ｒ＝0.7481)

も正の強い相関関係を示した。	
 

併置校も総合制高校も学校全体が進学志向の

生徒が多い学校では，農業関連学科や農業関連

系列の生徒の進学志向が強くなる傾向にあるこ

とが分かる。同様に，学校全体が就職志向の場

合は，同様に農業関連学科・系列の生徒も就職

志向が強くなる傾向になる。校種を問わず，下

級生は上級生の様子などから学校全体の雰囲気

に馴化していくので全体の割合と同様な傾向を

示すと考えられる。	
 

	
 

	
 (4)農業系高等学校の類型	
 

冒頭述べたとおり，農業系高等学校は校種に

よって３種類に分類されている。しかし，単に

学校種で分類するだけでなく，学校の規模や生

徒の実態が加味できるように，図 32 のような類

型化を試みた。名称については，当該校が生き

残りをかけた改革の方向性を示すキーワードを

使って表現した。	
 

	
 農業単独校は，農業の専門高校であり，その

規模は１学年１学級のような小規模校から５学

級を超える大規模校までさまざまな種類がある。

今回，ある程度規模が大きくなることで進学率

が高くなる傾向にあることが分かった。	
 

	
 都道府県にある各専門学科の拠点校(29)やそ

れに続くある程度の規模を確保できる学校は，

所属する教職員も多く，その専門教育を充実さ

せるためのハード面はもちろん，ソフト面にお

いても十分な環境が整備されている。そのよう

な学校を「専門追求型」とする。	
 

「専門追求型」では，生徒数や教職員数が多

いことから，予算面・施設設備面が大変充実し

ている。専門教育をする上で大切な資源が最高

の状況にあるといえよう。今後少子化の影響を

受け，学校再編や学科改編などを迫られる場合

もあるかも知れないが，「専門追求型」の高校で

はある程度の規模を維持することができれば，

充実した専門教育は可能となる。	
 

一方，農業単独校においても規模が小さくな

ると，同じような農業教育を行おうと思っても，

モノ，カネ，ヒトの資源が限られるので思うよ
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うな教育ができない場合が多い。しかし，小規

模校にとって生徒数が少ないことは決してデメ

リットばかりではない。今回のアンケート調査

においても，小規模校の複数の管理職・教務主

任・農場長が学校の「強み」について「少人数

だからこそしっかりと手を入れられる」と答え，

小規模を逆手にとり，学校の「強み」と考えて

いる。このような小回りがきき，しっかりと生

徒一人ひとりに手を入れられる学校を「個性支

援型」と呼ぶ。この「個性支援型」は，１学年

２学級程度以下の小規模校であり，農業単独校

だけでなく，併置校などもこれに相当する。	
 

「個性支援型」よりも規模の大きな併置校では，

農業教育の特徴をどのようにつけていくかがと

ても問題となる。動物の飼育に力を入れる学校

もあれば，栽培を中心にする学校もある。農業

系高等学校とはいえ，温室やトラクターのない

学校もある。併置校の場合，学校の進学率や就

職率と連動して，農業関連学科の進学率や就職

率も向上する傾向にあることが分かった。した

がって，学校として方向性を踏まえつつ，それ

ぞれの学科が学科間で切磋琢磨しながら，「○○

高校」という社会から向けられた期待に応えて

いく必要がある。学科毎にセクト主義に陥らず，

お互いの特徴を生かしながら学校全体で生徒を

伸ばしていこうという体制をもった学校が「切

磋琢磨型」である。このタイプは，どのような

ことをすべきかが，「専門追求型」や「個性支援

型」のように明確でない分，学校全体で「自分

たちの学校の使命は何か」というコンセプトを

作り出す必要がある。 
	
 総合学科は，平成の教育改革の中で，普通科，

専門科に続く第３の学科として新設された。一

般に総合学科においては，生徒の学ぶ姿勢の二

極化が指摘されている。今回の調査では，農業

系高校から改編した総合制高校を中心に調査し

たが，統廃合などの教育改革のなかで，比較的

進学実績をあげている総合学科も多いことが分

かった。調査結果から明らかになったように，

学校全体が進学志向の学校では農業系系列生徒

も進学を志向することが分かった。このような

学校では，生徒の主体性に任せ，生徒自らがカ

リキュラムの検討行うことができるであろう。

そういう意味で，このようなタイプの総合学科

は本来の理念を追求しているタイプと考え，「理

念追求型」とした。 
理念追求型の学校が本来の総合学科の趣旨を

いかしているのに対して，生徒の多様化が進む

なかで，生徒に主体的に系列等の選択をさせる

と安易な選択をしてしまい専門性が高まらない

という問題も生じている(30)。そのような問題を

防止するために，選択した系列によって専門科

目に縛りを設けたり，単位制の総合学科では学

年制の象徴である「留年」はないはずであるが，

「欠点科目が多くなると留年する」という基準

を作り，ある程度の強制力をもって学習させる

ような学校もある。このようなタイプの学校を

「キャリア教育型」とした。 
 
３	
 農業教育の将来の展望	
 

	
 高等学校における農業教育は，少子化による

統廃合，生徒募集の困難さ(定員割れ)，生徒の

多様化など厳しい現状が横たわっている。その

ようななかで，「学校は何のためにあるのか」と

いう本質に立ち返ると，それぞれの学校が置か

れている状況や生徒のニーズにより自ずと答え

が見えてくるのではないか。 
	
 それは，教科「農業」の専門性を生かして「生

徒が自分に力をつけさせる」ことに他ならない。

多様化した生徒が大半を占めるような学校では，

生徒の学習意欲も低く，多くの生徒が授業に主

体的に取り組めないかも知れない。しかし，そ

のような生徒たちに対して，学校してどのよう

に向き合っていくのかを，学校全体で議論し，

決定したことは腰を据えて取り組むことである。	
 

	
 教師一人ひとりができる取組としては，自ら

の授業を改善し，生徒がきちんと向き合える教

材を用意することである。「学ぶことを拒否し

ている」ようにさえ思える生徒たちの心に，魅

力的な教材を提示し，教科「農業」の学習をと

おして，生徒自らが「自分に力がついた」と「達

成感(自己肯定感)」をもたせられるかどうかが，

教師としての力量そのものである。もとより，

教師自身が主体的に研鑽と修養に励むことは当

然であるが，学校として組織的に職能成長を図

る工夫の有無がその学校のポテンシャルをはか

る分岐点になる。	
 

	
 教科「農業」における実験・実習とは，実験，

調査，観察，演習，見学，現場実習，家庭実習，

学校農場実習など全ての実践的な学習をさし，

新学習指導要領においても，配当する授業時数

を十分確保するよう配慮すべき事項となってい

る（総則第５款の４の(2)ア）。実験・実習には，

(1)検証的な側面，(2)理解援助的な側面，(3)

技能習熟的な側面，(4)総合的な側面などがある

ので，適宜，組み合せたり，補完しながら実施
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する必要がある(32)。	
 

	
 必履修科目「環境と農業」ではプロジェクト

学習を明確に位置づけるなど重視している。ま

た，同科目は，従前の「農業科学基礎」と「環

境科学基礎」を整理統合した科目であり，４〜

６単位程度，低学年で履修することを想定して

いる。「農業」についてはじめて学ぶ生徒にと

って，プロジェクト学習で学びながら農業の魅

力的な側面を感じさせたり，地域環境と農業と

の相互関係を意識できるよう効果的な学習を保

証できるベテランを配置するとともに，指導要

領が明示する４単位以上確保できるような教育

課程を編成できるかどうかもその学校のポテン

シャルをはかる分岐点になる。	
 

	
 

	
 前述の「大学進学率の向上と高等学校の階層

化」の項で検討した「進路多様性を強調した高

等学校」や「普通教育として農業に関する専門

教育をする高等学校」については，農業教育に

おいても進むべき２つの方向性であると考えら

れる。そこで，本研究で示した５類型がどちら

の方向性をもっているかを検討するために，５

類型について再度まとめたい。	
 

	
 

	
 ＜専門追求型＞	
 

	
 農業単独校の大規模校は，農業科の教員も多

く，農業関連施設設備も充実しているなど教育

環境が整っているので，生徒の専門性向上に向

けたさらなる努力が期待される。また，学校規

模も大きいので部活動などの特別活動などさま

ざまな面で活躍が期待される。 
＜切磋琢磨型＞	
 

	
 農業科とそれ以外の学科が混在する併置校で，

学科の独自性が高いので，各学科の特徴を生か

しながら学科間で競い合っているため学校全体

が活性化している。生徒指導や進路指導などは

学校全体で統一的に取り組む中で縦(学科)と横

(学年)の指導が生きることが期待される。 
＜個性支援型＞	
 

	
 農業単独校や併置校のうち，学年あたり２学

級以下の小規模校で，職員数などは限られるが，

生徒一人ひとりに対して，きめ細かい指導を行

うことが期待される。 
＜理念追求型＞	
 

	
 総合制高校のうち，進学実績が高く，やる気

のある生徒が多く，履修教科・科目の選択を生

徒の主体性に任せることができる総合学科の理

念に沿って運営されている学校である。生徒の

主体的な学習を支える系統的なキャリアガイダ

ンスが期待される。 
＜キャリア教育型＞	
 

	
 総合制高校のうち，多様化した生徒の割合が

比較的高く，履修する系列によって科目の選択

に縛りがあるなど，系列の専門性を高めるよう

なカリキュラム編成を目指している。総合学科

であるが，専門学科に近い学習をとおして生徒

の興味関心が高められると期待される。 
 
	
 「進路多様性を強調した高等学校」は，専門

学科の学習を強調しつつ，進路の多様性(進路対

策)に重点を置いている学科である。したがって，

専門学科の＜専門追求型＞や＜切磋琢磨型＞は

こちらのカテゴリーに入る。	
 

	
 一方，「普通教育として農業に関する専門教

育する高等学校」は上級学校への進学を前提に，

科目選択をとおして農業に関する学習を普通教

育のように行う高等学校であり，総合学科の一

類型である＜理念追求型＞がこのカテゴリーに

該当する。 
	
 なお，総合学科における＜キャリア教育型＞

と小規模校の＜個性支援型＞は，上記の２つの

方向性の高等学校には該当しない。両者は，「専

門性を生かした就職」や「進学」を強く指向し

ているからである。	
 

	
 現在の効率性を追求する教育のなかで，＜個

性支援型＞のような「目の前の生徒に寄り添う

教育」はあまり評価されていない。また，多様

化した生徒たちにかかわる時間も思いのほか少

ない。しかし，個性支援型の項で紹介したよう

に，小規模校の職員は人数が少ないことを「強

み」と考えており，記述内容から業務は大変で

あるが満足度は必ずしも低くはないことがわか

る。ここに，実験実習をとおして生徒と向き合

いながら成長を見守る「教師」の姿が見えてく

る。 
	
 農業系高等学校を支える３つめの方向性は，

どのような生徒たちであれ，きちんと向き合い，

農業教育をとおして「生徒が自分に力をつけさ

せる」ことではないか。 
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